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教委教改第１２７１号  

令和６年 １２月 ２日 

 

 大分県知事 佐 藤 樹 一 郎 殿 

 

 

大分県教育委員会 

    教育長 山 田 雅 文  
 

 

議案に対する教育委員会の意見について（回答） 
 

 

 令和６年１１月２９日付け財第３５４号で照会のあった上記のことについ

て、下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

  原案のとおり提出することに異議ありません。 
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職員の給与に関する条例等の一部改正について 

項目１ 職員の給与に関する条例の一部改正（第１条及び第２条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)給料表改定 

(別表第１～６) 

○国に準じて若年層に重点を置いた給料月額の引上げ及び各号給に一定の率（改定率０．３７％）

を乗じた給料表に改定（全体の改定率２．９６％ 月額１０，４０５円） 

令和６年４月１日適用 

(２)初任給調整手当 

(第 11 条の２) 

○医師及び歯科医師に対する支給月額を引上げ 

 ・医師及び歯科医師（医療職給料表Ⅰ適用者）  ４１５,６００円 → ４１６，６００円 

 ・   〃    （医療職給料表Ⅰ適用者以外） ５１,１００円  →  ５１，６００円 

令和６年４月１日適用 

(３)期末手当及び 

  勤勉手当 

(第 22,23 条) 

○期末・勤勉手当の年間支給月数の引上げ(４．５月→４．６月)に係る 12 月期の支給月数の改正 

期末手当 ６月期 
12 月期 

現行 改正後 

一般職員 1.225 1.225 1.275 

特定管理職員 1.025 1.025 1.075 

 

勤勉手当 ６月期 
12 月期 

現行 改正後 

一般職員 1.025 1.025 1.075 

特定管理職員 1.225 1.225 1.275 
 

令和６年 12 月１日適用 

○６月期と 12 月期の支給月数の改正(期末・勤勉手当４．６月を均等になるよう配分) 

期末手当 
６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

一般職員 1.225 1.25 1.275 1.25 

特定管理職員 1.025 1.05 1.075 1.05 

 

勤勉手当 
６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

一般職員 1.025 1.05 1.075 1.05 

特定管理職員 1.225 1.25 1.275 1.25 
 

令和７年４月１日施行 
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項目２ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（第３条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)給料表改定 任期付職員給料表の給料月額の引上げ 

 

令和６年４月１日適用 

 

(２)期末手当 年間支給月数の引上げ（３．４０月→３．４５月）に係る１２月期の支給月数の改正。 

６月期 
12 月期 

R6.6 月 改正後 

1.70 1.70 1.75 

令和６年 12 月１日適用 

 

 

 

 

 

項目３ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第４条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)給料表改定 任期付研究員給料表の給料月額の引上げ。 令和６年４月１日適用 

(２)期末手当 年間支給月数の引上げ（３．４０月→３．４５月）に係る１２月期の支給月数の改正。 

６月期 
12 月期 

R6.12 月 改正後 

1.70 1.70 1.75 
 

令和６年 12 月１日適用 

 

 

 

 

 

項目４ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第５条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)期末手当 ６月期と１２月期の支給月数の改正（３．４５月）。 

６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

1.70 1.725 1.75 1.725 

令和７年４月１日施行 
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項目５ 特別職の常勤職員の給与等に関する条例の一部改正（第６条及び第７条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)期末手当 

 （第５条） 

○年間支給月数の引上げ（３．４０月→３．４５月）に係る 12 月期の支給月数の改正 

 

６月期 
12 月期 

R6.12 月 改正後 

1.70 1.70 1.75 
 

令和６年 12 月１日適用 

 

 

 

 

○６月期と１２月期の支給月数の改正（３．４５月を均等になるよう配分） 
 

６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

1.70 1.725 1.75 1.725 

令和７年４月１日施行 
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項目６ 会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正（第８条及び第９条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)期末手当及び 

  勤勉手当 

(第 2条、第 4 条、 

第 4 条の 2) 

○期末・勤勉手当の年間支給月数の引上げ(４．５月→４．６月)に係る 12 月期の支給月数の改正 

（期末手当）                  

６月期 
12 月期 

現行 改正後 

1.225 1.225 1.275 

（勤勉手当） 

６月期 
12 月期 

現行 改正後 

1.025 1.025 1.075 
 

令和６年 12 月１日適用 

○６月期と 12 月期の支給月数の改正(期末・勤勉手当４．６月を均等になるよう配分) 

（期末手当） 

６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

1.225 1.25 1.275 1.25 

（勤勉手当） 

６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

1.025 1.05 1.075 1.05 
 

令和７年４月１日施行 
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項目７ 大分県議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部改正（第１０条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)期末手当 年間支給月数の引上げ（３．４０月→３．４５月）に係る１２月期の支給月数の改正。 

６月期 
12 月期 

R6.12 月 改正後 

1.70 1.70 1.75 
 

令和６年 12 月１日適用 

 

 

 

 

 

項目８ 大分県議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部改正（第１１条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)期末手当 ６月期と１２月期の支給月数の改正（３．４５月）。 

６月期 12 月期 

R6.6 月 改正後 R6.12 月 改正後 

1.7 1.725 1.75 1.725 

令和７年４月１日施行 

 

 

 

 

 

項目９ 特別職の秘書の給与及び旅費に関する条例の一部改正（第１２条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１)給料表改定 特別職秘書給料表の給料月額の引上げ。 

（一般職の職員に準じて改定） 

令和６年４月１日適用 

 

 

項目１０ 附属機関の委員等の報酬及び費用弁償条例の一部改正（第１３条関係） 

項   目 改   正   内   容 備   考 

(１) 報酬の限度額 非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらに準じる報酬については、国に準じて限度額を改

定 

 ２６,２００円 → ２６,５００円 

（高度の知識経験に基づき困難な職務を行う医師等で知事が指定するもの）。 

 ３４,３００円 → ３４,７００円 

令和６年４月１日適用 
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附 則 

項 目 改 正 内 容 

第１項 

 （施行期日） 

○この条例は、令和７年３月 31 日までの間において規則で定める日から施行する。 

○ただし、令和７年度以降の期末・勤勉手当（６月期と１２月期の支給月数の改定）に係る規定（第２条、第５条、第７条、

第９条、第 11 条）は、令和７年４月１日から施行する。 

第２項 

 （適用日） 

○給料表等の改定に係る規定（第１条、第３条、第４条、第 12 条、第 13 条）は、令和６年４月１日から適用 

第３項 

 （適用日） 

○令和６年 12 月に支給される期末・勤勉手当の支給率（第１条、第３条、第４条、第６条、第８条、第 10 条）の改定は、 

 令和６年 12 月１日から適用 
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